
 

一般財団法人 地域総合整備財団 

Ⅰ 法人の概要（平成 30 年 4 月 1日現在） 

1 所 在 地    東京都千代田区麹町 4-8-1 麹町クリスタルシティ東館 12 階 

2 設 立 年 月 日    昭和 63 年 12 月 21 日 

3 代 表 者    理事長  稲野 和利 

4 基 本 財 産    10,750,000 千円 

5 北九州市の出捐金    150,000 千円（出捐の割合 1.4％） 

6 役 職 員 数 

 
人    数 

合 計 うち本市からの派遣 うち本市退職者 うちその他 

役 員 10 人 0 人 0 人 10 人 

 
常 勤  2 人 0 人 0 人  2 人 

非常勤  8 人 0 人 0 人  8 人 

職 員 29 人 0 人 0 人 29 人 

 

Ⅱ 平成 29 年度事業実績 

1 地域総合整備資金貸付（ふるさと融資）の推進及び財団事業の広報 

⑴ ふるさと融資の調査・検討 

⑵ ふるさと融資の貸付実行・償還事務 

⑶ ふるさと企業大賞（総務大臣賞） 

  ⑷ 財団事業の広報 

  ⑸ 地域産業交流セミナーの開催 

 

2 地域再生への支援 

⑴ 地域再生マネージャー事業 

① 外部人材活用助成 

地域再生に取り組む市町村に対して、市町村が地域の課題を解決する実務的ノウハウを有する

外部の専門的人材（地域再生マネージャー等）を活用する費用等を助成した。 

② 外部人材派遣（短期診断） 

地域再生に取り組む初期段階において、外部の専門的人材を市町村へ派遣し、必要な調査・助

言を行い、立ち上がりを支援した。 

   ③ 地域再生セミナーの開催 

地域再生に係る市町村の事例、地域再生マネージャー等による地域再生に係る手法などの情報

を共有するためのセミナーを全国で開催した。 

⑵ まちなか再生支援事業 

① まちなか再生支援事業 

まちなか再生に取り組む市町村に対して、実務的・具体的ノウハウを有する専門家に業務の委

託等をする費用の一部を助成した。 
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   ② まちなか再生ポータルサイトの運営 

まちなか再生ポータルサイトを運営し、市町村に対する情報の発信及び共有を行った。 

 

3 公民連携への推進 

⑴ 調査研究事業 

① 自治体ＰＰＰ／ＰＦＩ推進センター運営委員会 

平成 29 年度から本委員会はセンターとしての活動方針・活動内容の報告を実施し、調査研究に

あたっては研究テーマに即した部会を設置することで、個別テーマにつきより詳細な議論をでき

るよう組織変更を行った。 

② ＰＰＰ／ＰＦＩ推進部会 

地方自治体のＰＰＰ／ＰＦＩ事業を推進するための調査・研究を行う部会 

③ 公民連携実務研究会 

地方自治体における指定管理者制度等の公民連携を推進するための調査・研究を行う部会 

   ④ 公共施設マネジメント調査研究会 

     民間ノウハウを活用した新たな公共施設マネジメントについて、モデル市町村でのケーススタ

ディ及び先進事例調査により、推進手法の研究を行った。 

⑵ 公民連携アドバイザー派遣事業 

公民連携による公共施設等の整備、運営、管理等を行う事業等を推進する地方公共団体の要請に

応じ、専門家を派遣し、調査アドバイス等を行った。 

⑶ 公民連携セミナーの開催 

地方公共団体における公民連携事業の普及促進を図るため、公民連携手法（ＰＰＰ／ＰＦＩ、公

共施設マネジメント、指定管理者制度等）をテーマに、基本的、実務的な事項、事例紹介を内容と

したセミナーを開催した。 

  ⑷ 公民連携ポータルサイトの運営 

    公民連携に関する研究成果や実例の掲載に加え、公共施設マネジメントに係る将来推計のための

ソフト「公共施設等更新費用試算ソフト」を無償提供するためのポータルサイトを運営した。 

 

4 地域産業の創出・育成への支援 

⑴ ふるさとものづくり支援事業 

  地域資源等を活用した企業等による新商品開発に対し市町村が支援を行う場合に、当該市町村に

補助金を交付した。 

 

5 評議員会・理事会の開催 
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Ⅲ 平成 29 年度決算 

1 貸 借 対 照 表 

 平成 30 年 3 月 31 日現在（単位：円） 

科    目 当 年 度 前 年 度 増   減 

Ⅰ 資 産 の 部    
 1 流 動 資 産    

現 金 預 金 303,091,678 316,578,220 ▲ 13,486,542 
未 収 金 164,544 65,612 98,932 
前 払 金 5,079,714 5,944,670 ▲ 864,956 

流 動 資 産 合 計 308,335,936 322,588,502 ▲ 14,252,566 

 2 固 定 資 産    
  ⑴ 基 本 財 産    

普 通 預 金 158,402,503 85,266,430 73,136,073 
投 資 有 価 証 券 10,591,597,497 10,659,733,570 ▲ 68,136,073 

基 本 財 産 合 計 10,750,000,000 10,745,000,000 5,000,000 

  ⑵ 特 定 資 産    
退 職 給 付 引 当 資 産 7,976,500 5,792,000 2,184,500 
役 員 退 職 慰 労 引 当 資 産 5,398,800 15,787,000 ▲ 10,388,200 
地域貢献民間事業活動等支援資産 228,000,000 228,000,000 0 
財 政 調 整 積 立 資 産 324,000,000 324,000,000 0 

特 定 資 産 合 計 565,375,300 573,579,000 ▲ 8,203,700 

  ⑶ その他固定資産    
建 物 付 属 設 備 21,456,757 23,196,488 ▲ 1,739,731 
什 器 備 品  3,099,706 4,002,849 ▲ 903,143 
リ ー ス 資 産 1,383,300 1,955,700 ▲ 572,400 
ソ フ ト ウ ェ ア 4,998,000 9,996,000 ▲ 4,998,000 
電 話 加 入 権 0 1,257,256 ▲ 1,257,256 
敷 金 22,211,000 22,134,000 77,000 

そ の 他 固 定 資 産 合 計 53,148,763 62,542,293 ▲ 9,393,530 

固 定 資 産 合 計 11,368,524,063 11,381,121,293 ▲ 12,597,230 

資 産 合 計 11,676,859,999 11,703,709,795 ▲ 26,849,796 

Ⅱ 負 債 の 部    
 1 流 動 負 債    

未 払 金 17,928,705 3,020,773 14,907,932 
預 り 金 3,473,477 2,401,044 1,072,433 
リ ー ス 債 務 802,224 802,224 0 
賞 与 引 当 金 9,117,419 8,725,530 391,889 

流 動 負 債 合 計 31,321,825 14,949,571 16,372,254 

 2 固 定 負 債    
リ ー ス 債 務 1,136,484 1,938,708 ▲ 802,224 
退 職 給 付 引 当 金 7,976,500 5,792,000 2,184,500 
役 員 退 職 慰 労 引 当 金 5,398,800 15,787,000 ▲ 10,388,200 

固 定 負 債 合 計 14,511,784 23,517,708 ▲ 9,005,924 

負 債 合 計 45,833,609 38,467,279 7,366,330 

Ⅲ 正味財産の部    
 1 指定正味財産    

寄 付 金 10,750,000,000 10,745,000,000 5,000,000 

指 定 正 味 財 産 合 計 10,750,000,000 10,745,000,000 5,000,000 
（ う ち 基 本 財 産 へ の 充 当 額 ） 10,750,000,000 10,745,000,000 5,000,000 

 2 一般正味財産 881,026,390 920,242,516 ▲ 39,216,126 
（ う ち 特 定 資 産 へ の 充 当 額 ） 552,000,000 552,000,000 0 

正 味 財 産 合 計 11,631,026,390 11,665,242,516 ▲ 34,216,126 

負 債 及 び 正 味 財 産 合 計 11,676,859,999 11,703,709,795 ▲ 26,849,796 

（注）実施事業資産については、「財務諸表に対する注記」に記載している。
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2 正味財産増減計算書 自 平成 29 年 4 月  1 日 

 至 平成 30 年 3 月 31 日（単位：円） 

科    目 当 年 度 前 年 度 増   減 

Ⅰ 一般正味財産増減の部    
 1 経常増減の部    
  ⑴ 経 常 収 益    

① 基本財産運用益 180,009,126 158,512,951 21,496,175 
基 本 財 産 受 取 利 息 180,009,126 158,512,951 21,496,175 

② 特定資産運用益 1,272,922 4,034,177 ▲ 2,761,255 
特 定 資 産 受 取 利 息 1,272,922 4,034,177 ▲ 2,761,255 

③ 受 取 助 成 金 346,957,769 398,432,865 ▲ 51,475,096 
受 取 国 庫 等 補 助 金 0 20,815,000 ▲ 20,815,000 
受 取 民 間 助 成 金 346,957,769 377,617,865 ▲ 30,660,096 

④ 雑 収 益 1,616 2,156 ▲ 540 
受 取 利 息 1,616 2,156 ▲ 540 

経 常 収 益 計 528,241,433 560,982,149 ▲ 32,740,716 
  ⑵ 経 常 費 用    

① 事 業 費 520,290,955 543,755,592 ▲ 23,464,637 
役 員 報 酬 28,202,067 31,281,979 ▲ 3,079,912 
給 料 手 当 54,691,065 50,536,020 4,155,045 
臨 時 雇 賃 金 29,309,751 27,885,390 1,424,361 
賞 与 引 当 金 繰 入 額 8,205,677 7,852,978 352,699 
退 職 給 付 費 用 1,966,050 1,633,000 333,050 
役 員 退 職 慰 労 金 1,933,200 378,360 1,554,840 
役 員 退 職 慰 労 引 当 金 繰 入 額 1,766,520 2,033,000 ▲ 266,480 
福 利 厚 生 費 17,086,306 16,235,655 850,651 
給 与 等 負 担 金 36,880,055 39,778,574 ▲ 2,898,519 
会 議 費 7,238,130 7,463,089 ▲ 224,959 
旅 費 交 通 費 27,103,307 28,110,089 ▲ 1,006,782 
通 信 運 搬 費 4,201,231 5,191,998 ▲ 990,767 
減 価 償 却 費 7,391,947 7,429,307 ▲ 37,360 
消 耗 品 費 1,427,100 1,709,294 ▲ 282,194 
図 書 費 862,702 838,400 24,302 
修 繕 費 865,354 1,131,974 ▲ 266,620 
印 刷 製 本 費 17,068,153 18,781,394 ▲ 1,713,241 
光 熱 水 料 費 1,583,231 1,585,506 ▲ 2,275 
賃 借 料 28,114,146 28,032,952 81,194 
事 務 所 費 8,519,976 8,519,976 0 
諸 謝 金 7,380,000 7,082,000 298,000 
租 税 公 課 339,210 472,900 ▲ 133,690 
支 払 負 担 金 596,520 531,360 65,160 
支 払 助 成 金 155,333,000 157,540,000 ▲ 2,207,000 
調 査 委 託 費 52,596,000 63,123,600 ▲ 10,527,600 
業 務 委 託 費 6,885,174 10,899,603 ▲ 4,014,429 
支 払 派 遣 料 8,582,816 14,531,662 ▲ 5,948,846 
支 払 手 数 料 4,149,857 3,076,132 1,073,725 
雑 費 12,410 89,400 ▲76,990 

② 管 理 費 55,409,348 54,729,721 679,627 
役 員 報 酬 8,033,562 8,405,776 ▲ 372,214 
給 料 手 当 5,634,742 4,908,950 725,792 
臨 時 雇 賃 金 793,738 364,272 429,466 
賞 与 引 当 金 繰 入 額 911,742 872,552 39,190 
退 職 給 付 費 用 218,450 181,000 37,450 
役 員 退 職 慰 労 金 214,800 42,040 172,760 
役 員 退 職 慰 労 引 当 金 繰 入 額 196,280 225,800 ▲ 29,520 
福 利 厚 生 費 1,268,604 1,173,218 95,386 
給 与 等 負 担 金 0 44,892 ▲ 44,892 
会 議 費 314,744 507,528 ▲ 192,784 
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旅 費 交 通 費 1,099,752 1,627,630 ▲ 527,878 
通 信 運 搬 費 399,764 282,377 117,387 
減 価 償 却 費 821,327 825,478 ▲ 4,151 
消 耗 品 費 107,041 152,514 ▲ 45,473 
図 書 費 95,863 91,690 4,173 
修 繕 費 96,146 125,770 ▲ 29,624 
印 刷 製 本 費 251,118 219,682 31,436 
光 熱 水 料 費 175,916 176,167 ▲ 251 
賃 借 料 3,040,608 3,036,722 3,886 
事 務 所 費 946,656 946,656 0 
保 険 料 173,250 173,250 0 
租 税 公 課 26,338,694 26,297,969 40,725 
支 払 負 担 金 66,280 59,040 7,240 
渉 外 費 552,046 443,145 108,901 
業 務 委 託 費 7,452 5,886 1,566 
支 払 派 遣 料 540,257 1,188,747 ▲ 648,490 
研 修 費 102,000 0 102,000 
支 払 手 数 料 3,008,516 2,350,970 657,546 

経 常 費 用 計 575,700,303 598,485,313 ▲ 22,785,010 
当 期 経 常 増 減 額 ▲ 47,458,870 ▲ 37,503,164 ▲ 9,955,706 

 2 経常外増減の部    
  ⑴ 経 常 外 収 益 9,500,000 0 9,500,000 

経 常 外 収 益 計 9,500,000 0 9,500,000 
  ⑵ 経 常 外 費 用    

① 固定資産除却損 0 410,647 ▲ 410,647 
什 器 備 品 除 却 損 0 390,163 ▲ 390,163 
ソ フ ト ウ エ ア 除 却 損 0 20,484 ▲ 20,484 

固 定 資 産 評 価 損 1,257,256 0 1,257,256 
電 話 加 入 権 評 価 損 1,257,256 0 1,257,256 

経 常 外 費 用 計 1,257,256 410,647 846,609 
当 期 経 常 外 増 減 額 8,242,744 ▲ 410,647 8,653,391 

当 期 一 般 正 味 財 産 増 減 額 ▲ 39,216,126 ▲ 37,913,811 ▲ 1,302,315 
一 般 正 味 財 産 期 首 残 高 920,242,516 958,156,327 ▲ 37,913,811 
一 般 正 味 財 産 期 末 残 高 881,026,390 920,242,516 ▲ 39,216,126 

Ⅱ 指定正味財産増減の部    
① 受 取 寄 付 金 5,000,000 9,000,000 ▲ 4,000,000 

受 取 寄 付 金 5,000,000 9,000,000 ▲ 4,000,000 
当 期 指 定 正 味 財 産 増 減 額 5,000,000 9,000,000 ▲ 4,000,000 
指 定 正 味 財 産 期 首 残 高 10,745,000,000 10,736,000,000 9,000,000 
指 定 正 味 財 産 期 末 残 高 10,750,000,000 10,745,000,000 5,000,000 

Ⅲ 正味財産期末残高 11,631,026,390 11,665,242,516 ▲ 34,216,126 

（注）当年度に旧事務所の退去に伴う原状回復義務の解除があり、それまでに減価償却費として敷金から

控除原状回復費相当額を戻し処理している。 
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Ⅳ 平成 30 年度事業計画 

1 地域総合整備資金貸付（ふるさと融資）の推進及び財団事業の広報 

⑴  ふるさと融資の調査・検討及び貸付実行・償還事務 

⑵  ふるさと企業大賞（総務大臣賞）表彰 

⑶ 地域産業交流セミナーの開催 

(4) ふるさと財団記念誌の発行 など 

 

2 地域再生への支援 

⑴ 地域再生マネージャー事業 

⑵ まちなか再生支援事業 など 

 

3 公民連携の推進 

⑴ 調査研究事業（ＰＰＰ／ＰＦＩ、公民連携実務、公共施設マネジメント等） 

⑵ 公共連携アドバイザー派遣事業 

⑶ 公民連携セミナーの開催 など 

 

4 地域産業の創出・育成への支援 
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Ⅴ 平成 30 年度予算 

1 収支予算書 自 平成 30 年 4 月  1 日 

 至 平成 31 年 3 月 31 日（単位：千円） 

科    目 予 算 額 前年度予算額 増   減 

Ⅰ 一般正味財産増減の部    
 1 経常増減の部    
  ⑴ 経 常 収 益    

① 基本財産運用益 172,813 167,199 5,614 
基 本 財 産 受 取 利 息 172,813 167,199 5,614 

② 特定資産運用益 1,189 3,607 ▲ 2,418 
特 定 資 産 受 取 利 息 1,189 3,607 ▲ 2,418 

③ 受 取 助 成 金 320,960 384,160 ▲ 63,200 
日 本 宝 く じ 協 会 助 成 金 12,960 12,960 0 
全 国 市 町 村 振 興 協 会 助 成 金 308,000 342,000 ▲ 34,000 
国立研究開発法人科学技術振興機構 0 29,200 ▲ 29,200 

④ 雑 収 益 50 220 ▲ 170 
そ の 他 受 取 利 息 50 220 ▲ 170 

経 常 収 益 計 495,012 555,186 ▲ 60,174 
  ⑵ 経 常 費 用    

① 事 業 費 531,146 592,884 ▲ 61,738 
人 件 費 186,329 197,297 ▲ 10,968 
会 議 費 8,169 8,980 ▲ 811 
旅 費 交 通 費 32,083 44,930 ▲ 12,847 
事 務 所 費 36,958 37,620 ▲ 662 
支 払 助 成 金 145,000 163,000 ▲ 18,000 
事 務 費 122,157 140,555 ▲ 18,398 
租 税 公 課 450 502 ▲ 52 

② 管 理 費 57,662 53,649 4,013 
人 件 費 18,128 14,460 3,668 
会 議 費 600 600 0 
旅 費 交 通 費 331 613 ▲ 282 
事 務 所 費 4,104 4,176 ▲ 72 
事 務 費 7,731 7,516 215 
租 税 公 課 26,768 26,284 484 

経 常 費 用 計 588,808 646,533 ▲ 57,725 
評価損益等調整前当期経常増減額 ▲ 93,796 ▲ 91,347 ▲ 2,449 
評 価 損 益 等 計 0 0 0 
当 期 経 常 増 減 額 ▲ 93,796 ▲ 91,347 ▲ 2,449 

 2 経常外増減の部    
  ⑴ 経 常 外 収 益 0 0 0 

経 常 外 収 益 計 0 0 0 
  ⑵ 経 常 外 費 用    

固 定 資 産 除 却 損 0 0 0 
経 常 外 費 用 計 0 0 0 

当 期 経 常 外 増 減 額 0 0 0 
当 期 一 般 正 味 財 産 増 減 額 ▲ 93,796 ▲ 91,347 ▲ 2,449 
一 般 正 味 財 産 期 首 残 高 629,790 721,137 ▲ 91,347 
一 般 正 味 財 産 期 末 残 高 535,994 629,790 ▲ 93,796 

Ⅱ 指定正味財産増減の部    
受 取 寄 附 金 0 0 0 
基 本 財 産 受 取 利 息 0 167,199 ▲ 167,199 
一 般 正 味 財 産 へ の 振 替 額 0 ▲ 167,199 167,199 
当 期 指 定 正 味 財 産 増 減 額 0 0 0 
指 定 正 味 財 産 期 首 残 高 10,750,000 10,745,000 5,000 
指 定 正 味 財 産 期 末 残 高 10,750,000 10,745,000 5,000 

Ⅲ 正味財産期末残高 11,285,994 11,374,790 ▲ 88,796 

借入金限度額 100,000 千円 
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Ⅵ 役 員 名 簿 

平成 30 年 7 月 1日現在 

役 職 名 氏    名 備    考 

理 事 長 稲  野  和  利 常勤 

専 務 理 事 木  内  喜 美 男 常勤 

理 事 飯 田 紀 子 全国知事会調査第三部長 

〃 大 類 雄 司 株式会社みずほ銀行証券部長 

〃 尾 田 広 樹 指定都市市長会事務局次長 

〃 佐 藤  亨 全国市長会経済部長 

〃 杉 田 文 尚 株式会社新生銀行金融・公共法人部長 

〃 直 江 史 彦 全国町村会総務部長 

監 事 幸 田 昭 一 公益財団法人大田区産業振興協会理事長 

〃 小 室 裕 一 非常勤 
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